
17．外科医労働環境改善委員会

委員長　馬　場　　秀　夫

1．特定行為に係る看護師の研修制度について
　本委員会では，外科医の労働環境改善の抜本的な方策の一つとして，医師と看護師の中間職種（NP，
PA）創設をめざしてきた．その一歩として「特定行為に係る看護師の研修制度」（特定行為：21 区分 38
行為）の法制化が成立し，平成 27年 10 月より開始され，令和 3年 2月現在，46都道府県 272 機関が指定
研修機関と指定されており，令和 2年 7月現在，2,646 名の修了者がいる（詳細は以下厚生労働省のURL
より確認．http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000087753.html）．

2．特定行為に係る看護師の研修制度の見直しに伴う外科などの領域のパッケージについて
　「第16回医師の働き方改革に関する検討会」（令和元年1月 11日開催）において，「特定行為に係る業務
については，タイムスタディ調査等によると，全体の約3％程度，外科系医師に限れば約7％程度の業務時
間に相当し，週 100 時間勤務の外科系医師の場合，週 7時間程度の時間がこれに相当する」，「パッケージ
研修修了者数について，2023 年度末までに 1万人の養成を目指す」とあり，外科医の労働時間短縮のため
にはこのタスク・シフティングの重要性が改めて提示された．
　この目標を達成するために，「外科術後病棟管理領域パッケージ」に加えて，日本整形外科学会，日本泌
尿器科学会，日本クリティカルケア看護学会と共同して「外科系基本領域パッケージ」を要望（https://
www.jssoc.or.jp/other/info/info20200210.html）し，看護師特定行為・研修部会で承認された．

3．医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会について
　今年度も「医師の働き方改革を進めるためのタスク・シフト/シェアの推進に関する検討会」の構成員と
して参加し，タスク・シフト/シェアすべき業務内容などについて検討，提案し，「医師の働き方改革の推
進に関する検討会中間とりまとめ」（令和 2年 12 月 22 日）として公表された（https://www.mhlw.go.jp/
stf/newpage_15655.html）．

4．COVID-19 による外科医への影響に関するアンケートについて
　コロナウイルス対策委員会と共同でコロナ感染拡大前後での外科医の働き方に関する変化を把握するア
ンケートを検討した．
　アンケートにご協力いただいた先生方に厚く御礼申し上げます．
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18．男女共同参画委員会

委員長　平　松　　昌　子

　本委員会は，本会の将来計画委員会内に設置された「アクションプランワーキンググループ」でまとめ
た「女性外科医の会」（仮称）の発足を目指して，支援するために女性外科医支援委員会として新設された
経緯がある．平成21年11月20日に「日本女性外科医会」（英語名：Japan Association of Women Surgeons
（JAWS））が発足した後も，本委員会は，日本女性外科医会に対し本会の連絡窓口として，また同会の支
援を旨として引き続き継続された．平成26年度からは名称を男女共同参画委員会に変更し，新たに活動を
始めた．
　平成 28 年 1 月発刊の「日本外科学会雑誌」から毎号（隔月：年 6巻発刊）の企画の一つ，「理想の男女
共同参画を目指して」を担当することに伴い，令和 2年度は 123 巻 1～6 号の執筆者の決定をした．
　そのほか，次年度以降各種アンケート調査を予定しているが，他の臨床系の学会等からも一部内容の重
複するアンケートの実施が行われているため，まず日本医学会の加盟学会を対象に，どのようなアンケー
トが実施されているかを調査した．アンケートにご協力いただき感謝申し上げます．内容の精査後，来年
度中に「第 4回日本医学会分科会における女性医師支援の現状アンケート調査」を含めたアンケートを行
う予定である．
　また，本委員会の目的は外科医労働環境改善委員会とほぼ同一であり，活動内容に重複する部分も多い
ため，今後は両委員会が連携を図って活動していく方針となった．

19．CST推進委員会

委員長　伊　達　　洋　至

1．審査
　令和2年度は33大学から計317コースの申請があった．本委員会で審査を行った結果，計232コースは
承認としたが，85 コースに提出書類の不備等があったため，いずれも修正の上で再提出を求めた．

2．令和 2年度厚生労働科学研究費
　3年計画の 3年目にあたる令和 2年度の研究は，「Cadaver surgical training 効果の調査と評価体制のあ
るべき姿の提言」であり，班会議の結果を令和 3年 5月末に厚生労働省へ報告予定である．

3．令和 3年度厚生労働科学研究費
　これまで本会が中心としてCadaver Surgical Training（CST）の報告や業務をとりまとめてきたが，近
年，外科以外の領域を行う研修が増えてきており，本会の範疇を超えてきている．これを解決するために
は，CST業務を新たな財団に移行することが最良と考え，厚生労働省の了解のもと，新たな財団の立ち上
げを目的とする研究班（研究期間 3年）を発足させることとなった．

4．ガイドライン・利益相反マネジメントの解説・承認研修一覧
　「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」「『臨床医学の教育及び研究における死体解
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剖のガイドライン』における利益相反マネジメントの解説」，および承認研修一覧については，ホームペー
ジに掲載している．

5．「実践的な手術手技向上研修事業」の予算について
　厚生労働省に「実践的な手術手技向上研修事業」の予算確保の要望を行い，CSTを実施する大学を増や
すため，本委員会では更なる周知活動を進めていく．

20．遠隔手術実施推進委員会

委員長　森　　　　正　樹

　厚生労働省の「オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会」（本学会代表構成
員：袴田健一代議員）で，「オンライン診療の適切な実施に関する指針」が改訂され（令和元年 7月 31 日
付），新たに遠隔手術に関する項目が追加された．これを受けて，本学会として遠隔手術の実施に関するガ
イドラインを作成することとし，日本内視鏡外科学会と日本ロボット外科学会の協力の下，泌尿器科領域
や，産婦人科領域にも参画してもらって構成した遠隔手術実施推進委員会を設置した．なお，オブザーバー
として通信技術の専門家にも参画してもらった．
　厚生労働省や総務省などの省庁をはじめ，国産ロボット開発会社および各通信会社等の協力を得ながら，
国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）にて公募された「高度遠隔医療ネットワーク研究事業」
に応募し，採択された．
　そこで，「1．次世代ロボットに係る通信技術に関する研究開発」，「2．手術支援ロボットを用いた遠隔手
術の実証研究」，「3．遠隔手術の社会実装に向けた実証研究」，「4．遠隔手術の通信環境構築に係る経済性
の検討」，「5．遠隔手術実施のためのガイドライン策定」の5つの研究課題に分け，課題 1においては沖英
次代議員，課題 2においては平野聡理事，課題 3および 4においては袴田健一代議員，課題 5においては
森正樹理事長をそれぞれ課題別主任研究者として，それぞれ研究を開始した．なお，研究課題3において，
青森県内で実証実験を行った．

21．コロナウイルス対策委員会

委員長　池　田　　徳　彦

　新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大の状況を受け，アドホックの委員会として設置され，主
に以下のような活動を行った．なお，最新情報などはホームページ内の「新型コロナウイルス（COVID-
19）特設ページ」で随時発信中である．

1．  日本医学会連合やサブスペシャルティ学会などと共同で，「新型コロナウイルス陽性および疑い患者に
対する外科手術に対する提言」（資料 1）を発出し（後に一部改訂），説明動画も配信した．

2．「新型コロナウイルス感染症蔓延期における外科手術トリアージの目安」（資料 2）を公開した．
3．  日本医学会連合と共同で，「全身麻酔管理下外科手術における新型コロナウイルス核酸検出の保険収載
に関する要望書」（資料 3）を厚生労働大臣に提出し，保険適応となった．

4．  サブスペシャルティ学会と共同で，「新型コロナウイルス感染症パンデミックの収束に向けた外科医療
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の提供に関する提言」（資料 4）を発出した．
5．  Surgery TodayのVol. 50-No. 8に新型コロナウイルス（COVID-19）特集ページを設けて，「The COVID-
19 Pandemic in Japan」（渡邉学；東邦大学医療センター大橋病院）と，「COVID-19：Clinical issues 
from Japan Surgical Society」（森正樹；日本外科学会理事長　他）の 2篇の論文を掲載した．

6．  感染対策講習会として，「COVID-19 流行期における外科診療」をE-learning で配信した（演者：武冨
紹信理事，日比泰造代議員）．

7．  日本医学会連合の「Japan CDC創設に関する委員会」による提言「健康危機管理と疾病予防を目指し
た政策提言のための情報分析と活用並びに人材支援組織の創設」の策定に協力した（本学会代表：武冨
紹信理事）．

8．  NCDおよびサブスペシャルティ学会の協力を得て，「NCDデータを用いたコロナ感染の外科手術に対
する影響およびトリアージの実態調査研究」を開始した．
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（資料 1）
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（資料 2）
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（資料 3）
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（資料 4）
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